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○埼玉県立自然と川の博物館管理規則（平成18年3月14日教育委員会規則第10号） 

埼玉県立自然と川の博物館管理規則 

平成十八年三月十四日 

教育委員会規則第十号 

  

 改

正 

平成一九年 三月三〇日教育委員会規

則第三〇号 

平成二〇年 三月二一日教育委員会規

則第四号 

 

   平成二〇年 六月二四日教育委員会規

則第二三号 

平成二四年 三月二七日教育委員会規

則第九号 

 

   平成二六年 三月二八日教育委員会規

則第一〇号 

平成三一年 三月一九日教育委員会規

則第三号 

 

   令和 三年 三月三〇日教育委員会規

則第四号 

   

埼玉県立自然と川の博物館管理規則をここに公布する。 

埼玉県立自然と川の博物館管理規則 

（趣旨） 

第一条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）

第三十三条第一項及び埼玉県立自然と川の博物館条例（平成十七年埼玉県条例第百二十三号。以下

「条例」という。）第二十七条の規定に基づき、埼玉県立自然の博物館（以下「自然の博物館」と

いう。）及び埼玉県立川の博物館（以下「川の博物館」という。）（以下「博物館」と総称する。）

の管理運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（休館日及び入場時間） 

第二条 館長は、特別の事情があるときは、埼玉県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）の

承認を得て、休館日に開館し、又は臨時に休館日を定めることができる。 

２ 博物館の展示施設へ入場することができる時間は、午前九時から午後四時までとする。ただし、

七月一日から八月三十一日までの間は、午前九時から午後四時三十分までとする。 

３ 館長は、特別の事情があるときは、前項に規定する展示施設へ入場することができる時間を変更

することができる。 

（観覧手続） 

第三条 博物館が展示する資料を観覧しようとする者（年間観覧者（同一人が一年間博物館の展示す

る資料（特別の資料を除く。）を観覧しようとする場合の観覧料又は利用料金を納付した者をいう。

以下同じ。）を除く。）は、観覧券の交付を受けなければならない。 

２ 館長又は指定管理者は、年間観覧者に対し、年間観覧券を交付するものとする。 

３ 年間観覧券の有効期間は、交付の日から起算して一年とする。 

４ 年間観覧者は、博物館の展示施設に入場する際に有効な年間観覧券を提示しなければならない。 

（特別利用手続） 

第四条 条例第六条第一項の規定による許可を受けようとする者は、あらかじめ、様式第一号の資料

特別利用（変更）許可申請書を館長又は指定管理者に提出し、館長又は指定管理者の許可を受けな

ければならない。許可に係る事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 前項の許可は、様式第二号の資料特別利用（変更）許可書を交付して行うものとする。 

（施設等の利用手続） 

第五条 条例別表第四の上欄に掲げる施設を利用しようとする者は、あらかじめ、条例第十六条第一

項に規定する使用料を納入し、利用券の交付を受けなければならない。 

２ 条例第七条第一項の規定による許可を受けようとする者は、あらかじめ、様式第三号の施設等利

用（変更）許可申請書を館長又は指定管理者に提出し、館長又は指定管理者の許可を受けなければ

ならない。許可に係る事項を変更しようとするときも、同様とする。 

３ 前項の許可は、様式第四号の施設等利用（変更）許可書を交付して行うものとする。 

（特別利用等の条件の変更、停止及び許可の取消し） 

第六条 館長は、条例第六条第一項又は条例第七条第一項の許可を受けた者（次項において「利用権
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利者」という。）が特別利用料又は使用料を納期限までに納めなかったときは、当該許可に係る特

別利用若しくは利用（以下この項において「特別利用等」という。）の条件を変更し、若しくは特

別利用等を停止し、又は当該許可を取り消すことができる。 

２ 博物館は、利用権利者が前項の規定による処分を受け、これによって損失を受けることがあって

も、その補償の責めを負わない。 

（特別の設備等の承認） 

第七条 条例第七条第一項の許可を受けた者が当該許可に係る施設等に特別の設備をし、又は備付け

の物品以外の物品を使用しようとするときは、館長又は指定管理者の承認を受けなければならない。 

（物品の販売の承認） 

第八条 条例第七条第一項の許可を受けた者が当該許可に係る施設等を利用する場合において、物品

を販売しようとするときは、あらかじめ、館長又は指定管理者の承認を受けなければならない。 

（附属設備の使用料） 

第九条 条例別表第一の規定により別に定める附属設備の使用料の額は、別表のとおりとする。 

（観覧料等の減免） 

第十条 館長は、次の各号のいずれかに該当する者については、観覧料を減額し、又は免除すること

ができる。 

一 教育課程に基づく学習活動として観覧する学生及び生徒 

二 教育課程に基づく学習活動として観覧する学生、生徒又は児童の引率者 

三 第三条第四項に規定する有効な年間観覧券を提示した者（特別の資料を観覧しようとする場合

に限る。） 

四 埼玉県立近代美術館管理規則（昭和五十七年埼玉県教育委員会規則第十三号）第五条第四項、

埼玉県立歴史と民俗の博物館管理規則（平成十八年埼玉県教育委員会規則第八号）第四条第四項

及び埼玉県立史跡の博物館管理規則（平成十八年埼玉県教育委員会規則第九号）第四条第四項に

規定する有効な年間観覧券を提示した者 

五 その他館長が減額し、又は免除することが適当であると認めた者 

２ 館長は、特別な必要があると認めるときは、特別利用料を減額し、又は免除することができる。 

３ 館長は、次の各号のいずれかに該当する場合については、使用料を減額し、又は免除することが

できる。 

一 埼玉県教育委員会又は埼玉県の主催による事業に利用するとき。 

二 その他館長が減額し、又は免除することが適当であると認めるとき。 

４ 前三項の規定により観覧料、特別利用料又は使用料の減額又は免除を受けようとする者は、あら

かじめ、様式第五号の観覧料等減額（免除）申請書を館長に提出し、館長の許可を受けなければな

らない。ただし、第一項第三号及び第四号に該当する者その他館長が観覧料等減額（免除）申請書

の提出を要しないと認めた者については、観覧料等減額（免除）申請書の提出に代えて、口頭で申

請することができる。 

５ 前項の許可は、同項ただし書の場合を除き、様式第六号の観覧料等減額（免除）承認書を交付し

て行うものとする。 

（使用料等の還付手続） 

第十一条 条例第十八条第三号に規定する埼玉県教育委員会規則で定める日は、利用を開始しようと

する日前三十日とする。 

２ 条例第十八条第三号の規定による利用の許可の取消しの申出は、その旨を記載した書面により、

第四条第二項又は第五条第三項に規定する許可書を添えて館長に行わなければならない。 

（資料の館外貸出し） 

第十二条 館長又は指定管理者は、博物館が所蔵する資料を他の博物館その他館長又は指定管理者が

適当と認めたものに館外貸出しをすることができる。 

２ 前項の規定により資料の館外貸出しを受けようとするものは、様式第七号の資料館外貸出許可申

請書を館長又は指定管理者に提出し、館長又は指定管理者の許可を受けなければならない。 

３ 前項の許可は、様式第八号の資料館外貸出許可書を交付して行うものとする。 

４ 資料の館外貸出期間は、六十日以内とする。ただし、館長又は指定管理者は、特に必要があると

認めるときは、これを延長することができる。 
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５ 館長又は指定管理者は、第二項の許可をする場合において、必要があるときは、当該許可に係る

館外貸出しについて条件を付することができる。 

６ 資料の館外貸出しを受けたものは、自己の責めに帰すべき理由により、その資料を損傷し、又は

亡失したときは、これを修理し、又はその損害を賠償しなければならない。 

（資料の寄贈及び寄託） 

第十三条 博物館は、資料の寄贈及び寄託を受けることができる。 

２ 博物館に資料を寄贈しようとする者は、様式第九号の資料寄贈申請書により、資料を寄託しよう

とする者は、様式第十号の資料寄託申請書により、それぞれ館長（条例第二十五条の規定により川

の博物館の管理に関する業務を指定管理者に指定する場合いおいて、川の博物館が資料の寄贈及び

寄託を受けるときにあっては、自然の博物館長）に申請するものとする。 

３ 博物館に資料を寄贈した者に対しては、様式第十一号の資料受領証を、資料を寄託した者に対し

ては、様式第十二号の資料受託証をそれぞれ交付するものとする。 

４ 寄託を受けた資料（次項において「寄託資料」という。）は、博物館が所蔵する資料と同様の取

扱いをするものとする。ただし、その特別利用及び館外貸出しについては、寄託者の承認を得なけ

ればならない。 

５ 博物館は、災害その他の不可抗力による寄託資料の損害に対して、その責めを負わない。 

（事務） 

第十四条 博物館においては、次の事務を所掌する。 

一 資料の収集、保管、展示、利用等に関すること。 

二 標本、模写、模型等の資料の作成に関すること。 

三 資料の利用に関する助言、指導等に関すること。 

四 資料に関する専門的、技術的な調査研究に関すること。 

五 資料の保管及び展示等に関する技術的な研究に関すること。 

六 資料に関する解説書、目録、図録、研究報告書等の刊行に関すること。 

七 資料に関する講演会、講習会、研究会等の開催に関すること。 

八 資料を活用した学習支援に関すること。 

九 他の博物館、図書館、学校その他の関係機関、団体等との協力に関すること。 

十 資料の寄贈及び寄託に関すること。 

十一 入館者の受付及び施設（設備及び備品を含む。）の利用に関すること。 

十二 観覧料、特別利用料及び使用料に関すること。 

十三 館内の秩序維持に関すること。 

十四 庶務に関すること。 

十五 前各号に掲げるもののほか、所掌事務に関連した事務の処理に関すること。 

（職及び職務） 

第十五条 博物館に次の表の上欄に掲げる職を置き、その職務は、それぞれ同表の下欄に掲げるとお

りとする。ただし、担当部長及び担当課長の職は、必要に応じて置くものとする。 

  

 職 職務  

 
館長 

上司の命を受け、博物館の所掌する事務を掌理し、その事務を処理する

ため、所属の職員を指揮監督する。 

 

 

副館長 

上司の命を受け、特に指定された事項を掌理するとともに、当該指定事

項について、館長を助け、これらの事務を処理するため、職員を指揮監

督する。 

 

 
担当部長 

上司の命を受け、特に指定された事項を掌理し、その事務を処理するた

め、職員を指揮監督する。 

 

 
担当課長 

上司の命を受け、担任する事務を掌理し、その事務を処理するため、職

員を指揮監督する。 

 

２ 前項に定めるもののほか、博物館に次の表の上欄に掲げる職を置き、その職務は、それぞれ同表

の下欄に掲げるとおりとする。ただし、主席学芸主幹、学芸主幹及び主任学芸員の職は、必要に応
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じて置くものとする。 

  

 職 職務  

 

主席学芸主

幹 

上司の命を受け、博物館法（昭和二十六年法律第二百八十五号。以下「法」

という。）第四条第四項に規定する事務で極めて高度の知識、経験等を

必要とする特に困難なものに従事し、その事務を処理するため、職員を

指揮監督する。 

 

 

学芸主幹 

上司の命を受け、法第四条第四項に規定する事務で高度の知識、経験等

を必要とする特に困難なものに従事し、その事務を処理するため、職員

を指揮監督する。 

 

 
主任学芸員 

上司の命を受け、法第四条第四項に規定する事務で相当高度の知識、経

験等を必要とする困難なものに従事する。 

 

 学芸員 上司の命を受け、法第四条第四項に規定する事務に従事する。  

３ 前二項に定めるもののほか、必要に応じて、博物館に次の表の上欄に掲げる職を置き、その職務

は、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

  

 職 職務  

 主任 上司の命を受け、事務又は技術で相当困難なものに従事する。  

 主事 上司の命を受け、事務に従事する。  

 技師 上司の命を受け、技術に従事する。  

４ 前三項に定めるもののほか、必要に応じて、博物館に次の表の上欄に掲げる職を置き、その職務

は、同表の下欄に掲げるとおりとする。 

  

 職 職務  

 
主任専門員 

上司の命を受け、事務又は技術で知識、経験等を必要とする相当困難な

ものに従事する。 

 

 
専門員 

上司の命を受け、事務又は技術で知識、経験等を必要とするものに従事

する。 

 

（職の任命） 

第十六条 前条に定める職は、事務職員又は技術職員のうちから埼玉県教育委員会が命ずる。ただし、

主席学芸主幹、学芸主幹、主任学芸員及び学芸員にあっては、法第五条に規定する資格を有する者

のうちから命ずる。 

（事業計画及び事業報告） 

第十七条 館長は、あらかじめ、教育長の承認を得て、博物館の事業計画を定めるものとする。 

２ 館長は、博物館の事業について、毎月十日までに前月における概要を、年度終了後一月以内に前

年度における概要を、それぞれ教育長に報告しなければならない。 

（指定管理者の指定の申請） 

第十八条 条例第二十条第一項の規定による申請は、埼玉県教育委員会が指定する期限までに様式第

十三号の指定管理者指定申請書に次に掲げる書類を添えて、埼玉県教育委員会に提出することによ

り行わなければならない。 

一 定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずる書類 

二 埼玉県教育委員会が指定する事業年度の事業報告書、収支計算書、正味財産増減計算書、貸借

対照表及び財産目録又はこれらに準ずる書類 

三 埼玉県教育委員会が指定する事業年度の事業計画書及び収支予算書又はこれらに準ずる書類 

四 組織及び運営に関する事項を記載した書類 

五 条例第十九条第二項に規定する指定管理業務の実施に関する計画を記載した書類 

六 前各号に掲げるもののほか、埼玉県教育委員会が必要と認める書類 

（利用料金の承認申請） 

第十九条 指定管理者は、条例第二十五条第二項の規定により利用料金について埼玉県教育委員会の
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承認を受けようとするときは、様式第十四号の利用料金承認申請書を埼玉県教育委員会に提出しな

ければならない。 

（利用料金の納期限） 

第二十条 条例第二十六条第一項の利用料金の納期限は、埼玉県教育委員会の承認を得て、指定管理

者が定める。 

（利用料金の減免申請） 

第二十一条 指定管理者は、条例第二十六条第五項において準用する条例第十七条の規定により利用

料金の減額又は免除について埼玉県教育委員会の承認を受けようとするときは、様式第十五号の利

用料金減額（免除）承認申請書を埼玉県教育委員会に提出しなければならない。 

（指定管理者が指定された場合の特例） 

第二十二条 指定管理者が川の博物館に関する指定管理業務を行う場合については、第二条、第六条、

第十条及び第十四条から第十七条までの規定は、適用しない。 

２ 指定管理者が川の博物館に関する指定管理業務を行う場合については、自然の博物館は、川の博

物館の管理に関する業務のうち法第三条第一項第一号（博物館資料の収集に関する業務に限る。）、

第四号及び第五号に掲げる業務を行う。 

３ 第十一条の規定は、利用料金について準用する。この場合において、第十一条第一項中「条例第

十八条第三号」とあるのは「条例第二十六条第五項において準用する条例第十八条第三号」と、同

条第二項中「条例第十八条第三号」とあるのは「条例第二十六条第五項において準用する条例第十

八条第三号」と、「館長」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものとする。 

（その他） 

第二十三条 この規則に定めるもののほか、博物館の管理に関し必要な事項は、埼玉県教育委員会（第

十五条第一項の規定による館長を置く場合にあっては、あらかじめ教育長の承認を得て、館長）が

別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

（埼玉県立自然史博物館管理規則等の廃止） 

２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

一 埼玉県立自然史博物館管理規則（昭和五十六年埼玉県教育委員会規則第十五号） 

二 さいたま川の博物館管理規則（平成九年埼玉県教育委員会規則第十四号） 

（経過措置） 

３ この規則の施行前に前項の規定による廃止前の埼玉県立自然史博物館管理規則及びさいたま川の

博物館管理規則の規定によりした許可その他の行為は、この規則の相当規定によりした許可その他

の行為とみなす。 

附 則（平成十九年三月三十日教育委員会規則第三十号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成二十年四月一日から施行する。ただし、第一条の規定及び次項の規定は、平成

十九年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第一条の規定による改正前の埼玉県立自然と川の博物館管理規則に定める様式による用紙は、当

分の間、所要の調整をして使用することができる。 

３ 埼玉県立自然と川の博物館条例（平成十七年埼玉県条例第百二十三号）第十九条第一項に規定す

る指定管理者（以下この項及び次項において「指定管理者」という。）に埼玉県立川の博物館（以

下この項及び次項において「川の博物館」という。）の管理を行わせるときは、第二条の規定によ

る改正前の埼玉県立自然と川の博物館管理規則（以下この項及び次項において「旧規則」という。）

第九条の規定により川の博物館の館長がした特別の設備等の承認又は旧規則第十条の規定により川

の博物館の館長がした物品の販売の承認（第二条の規定の施行の日（次項において「施行日」とい

う。）以後の利用の許可に係るものに限る。）は、それぞれ第二条の規定による改正後の埼玉県立

自然と川の博物館管理規則（以下この項及び次項において「新規則」という。）第七条の規定に基

づいて指定管理者がした特別の設備等の承認又は新規則第八条の規定に基づいて指定管理者がした
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物品の販売の承認とみなす。 

４ 指定管理者に川の博物館の管理を行わせるときは、旧規則第十四条第二項の規定により川の博物

館の館長がした資料の館外貸出しの許可（施行日以後の許可に係るものに限る。）は、新規則第十

二条第二項の規定に基づいて指定管理者がした資料の館外貸出しの許可とみなす。 

（埼玉県立近代美術館管理規則の一部改正） 

５ 埼玉県立近代美術館管理規則（昭和五十七年埼玉県教育委員会規則第十三号）の一部を次のよう

に改正する。 

（次のよう略） 

（埼玉県立歴史と民俗の博物館管理規則の一部改正） 

６ 埼玉県立歴史と民俗の博物館管理規則（平成十八年埼玉県教育委員会規則第八号）の一部を次の

ように改正する。 

（次のよう略） 

（埼玉県立史跡の博物館管理規則の一部改正） 

７ 埼玉県立史跡の博物館管理規則（平成十八年埼玉県教育委員会規則第九号）の一部を次のように

改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成二十年三月二十一日教育委員会規則第四号） 

この規則は、平成二十年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十年六月二十四日教育委員会規則第二十三号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの埼玉県教育委員会規則の様式の規定に基づき作成さ

れている用紙は、当分の間、使用することができる。 

附 則（平成二十四年三月二十七日教育委員会規則第九号） 

この規則は、平成二十四年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十六年三月二十八日教育委員会規則第十号） 

１ この規則は、平成二十六年四月一日から施行する。 

２ この規則による改正後のそれぞれの規則の規定（利用料金に係る規則の規定を除く。）は、この

規則の施行の日（以下この項において「施行日」という。）以後に領収する使用料その他の歳入（施

行日前に発した納入通知書により領収するものを除く。）の額について適用し、施行日前に領収し

た使用料その他の歳入及び施行日前に発した納入通知書により施行日以後に領収する使用料その他

の歳入の額については、なお従前の例による。 

附 則（平成三十一年三月十九日教育委員会規則第三号） 

１ この規則は、平成三十一年十月一日から施行する。 

２ この規則による改正後のそれぞれの規則の規定（利用料金に係る規則の規定を除く。）は、この

規則の施行の日（以下この項において「施行日」という。）以後に領収する使用料（施行日前に発

した納入通知書により領収するものを除く。）の額について適用し、施行日前に領収した使用料及

び施行日前に発した納入通知書により施行日以後に領収する使用料の額については、なお従前の例

による。 

附 則（令和三年三月三十日教育委員会規則第四号） 

１ この規則は、令和三年四月一日から施行する。 

２ この規則による改正前のそれぞれの規則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をし

て使用することができる。 

別表（第九条関係） 

  

 附属設備の名称 単位 利用区分 使用料の金額  

 自然の博

物館 
十六ミリ映写機 一式 一回 一、〇〇〇円 

 

   書画カメラ 一式 一回 一、一八〇円  

 川の博物 十六ミリ映写機 一式 一回 七九〇円  
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 館 ビデオプロジェクター 一式 一回 四四〇円  

   三十五ミリスライド映

写機 
一式 一回 四〇〇円 

 

備考 この表による使用料は、条例第五条の規定による開館時間内における連続した利用をそれぞ

れ一回として計算する。 

様式第１号 

（第４条関係） 

様式第２号 

（第４条関係） 

様式第３号 

（第５条関係） 

様式第４号 

（第５条関係） 

様式第５号 

（第10条関係） 

様式第６号 

（第10条関係） 

様式第７号 

（第12条関係） 

様式第８号 

（第12条関係） 

様式第９号 

（第13条関係） 

様式第10号 

（第13条関係） 

様式第11号 

（第13条関係） 

様式第12号 

（第13条関係） 

様式第13号 

（第18条関係） 

様式第14号 

（第19条関係） 

様式第15号 

（第21条関係） 


